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1　
二元的労使関係システム
ドイツにおける集団的労使関係は、主として産業別に組織される労働組合と使用者団体との間で形成される労使関
係、および、各事業所における従業員代表機関である事業所委員会
（
B
etriebsrat ）
と個別使用者により形成される労
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使関係によって、二元的に構成されている。いわゆる、二元的労使関係システムである。
そして、かかるシステムにおける規範設定
（労働条件決定）
機能に目を向けると、まず産別レベルでは、産別組合と
使用者団体との間で、産業別労働協約が締結され かかる産別協約は、連邦または州のように、地域を締結単位とする広域協約
（
F
lächentarifvertrag ）
として企業横断的に適用され、またドイツ労働協約法上の有利原則および一般的
拘束力宣言制度と相まって、広く当該産業における最低労働条件を定立する機能を果たしてきた。ドイツにおいて、長らく我が国におけるような最低賃金法が制定されてこなかったのも、このためであ
る
）1
（
。また、事業所レベルにおい
ても、当該事業所の全労働者により選出された事 所委員会には、事業所組織法に基づき共同決定権が付与され、使用者と事業所協定を締結すること 労働関係に対する規範設定を行うことが可能とされている。
かくして、ドイツにおいては産業レベル・事業所レベルいずれにおいても労働者代表には労働条件規整権限が認め
られているわけであるが、これらが仮に同一の権限を持つとすれば、相克が生じうるため、両者の関係は わゆる協約優位原則
（
T
arifvorrangsprinzi
）（
（
p ）
により整序されている。すなわち、ドイツにおいては、事業所組織法七七条三項
一文が「労働協約で規整され 、または規整されるのが通常である賃金その他の労働条件は、事業所協定 対象とされてはならない。 」と定めることで、労働組合の優位性を担保しているのである。
しかし、法律上は対立しうると考えられる産別組合と事業所委員会は、現実には非常 協調的関係にある。すなわ
ち、従来事業所委員会の委員はその大多数が産別組合の組合員であり、また 比較的大規模な事業所においてはいわゆる職場委員
（
V
ertauensleut
）（
（
e ）
が産別組合から派遣されることで、事業所委員会の決定を各職場の労働者に伝達し、
また逆に の声を吸い上げ事業所委員会に伝達する役割を担っている。要する 、事業所委員会は従来、その実態
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としては産別組合の企業内組合支部的役割を果たしてきたといえよう。
（　
一九九〇年代以降における変容と現状
そして、かかるドイツの伝統的な二元的労使関係システムが、経済成長期にあっては安定的な労使関係として広く
肯定的に評価されてきたことは、我が国においても古くから知られているところであ
る
）（
（
。しかし、とりわけ東西ドイ
ツが統一された一九九〇年以降、このようなドイツの労使関係システムには様々な形 の変化が生じている。この点を、まずは統計を中心に確認しておこう。
⑴
　
産別レベル
まず産別レベルでいえば、産別協約の適用率がかつてに比べて著しく低下している。その要因として考えられるの
が、以下の三点である。
まず、第一に挙げられるべきは、組織率の低下をはじめとする産別労使団体の変化であろう 詳しくは
Ⅱ
で後述す
るが、一例を挙げると、ナショナル・センターであるドイツ労働総同盟
（ＤＧＢ）
の傘下にある八の産別組合に加盟
している労働者は、二〇〇一年には約八〇〇万人弱 ったのが、二〇一三年には約六〇〇万人強にまで減少 いる
（ 【表
1】 ）
。
また、 使用者団体も同様であり、 金属産業における使用者団体の上部団体である金属連盟
（
G
esam
tm
etall ）
の統計
（ 【表
2】 ）
によれば、金属産業においてさえ、使用者団体に加盟する企業が年々減少していることがわかる。
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また、二番目に考えられるのが、企業別労働協約
（
H
aus- 
oder F
irm
entarifvertrag ）
の増加である。 【
表
3】は、企業
別協約を締結している企業数の推移を示したものであるが、一九九〇年には約二、 五五〇社しかなかった が、現在では一〇、 〇〇〇社を超えるまでに増加している。この点については、従来適用されていた産別協約の拘束を逃れ、組合と企業別協約を締結する企業が増えているとの指摘もなされて るところである。
更に、一般的拘束力宣言数の減少も大きな要因であろ
う。 【
表
4】は、一般的拘束力宣言を受けている労働協
約数の推移を示した のであるが、一九九〇年代には六〇〇を超えていた数が、昨年 は五〇〇を割るところまで減ってきているのである。
以上を踏まえ、協約適用率に関する【
表
5】をみると、
旧西ドイツ地域では、一九九六年の時点では産別協約が適用される労働者の割合は全体の六八％であったのが、二〇一二年には五〇％にまで落ち込んでいる。ま 、旧東
表 1　ドイツ労働総同盟傘下産別組合の組織率
年
建 設・ 農 
業・ 環 境
産 業 労
働 組 合
（IGBAU）
鉱 業・ 化
学・エネル
ギ ー 産 業
労 働 組 合
（IGBCE）
教 育 学 術
労 働 組 合
（GEW）
金属産業
労働組合
（IG Metall）
飲 食 産 業
労 働 組 合
（NGG）
警 察 官 労
働 組 合
（GdP）
鉄 道 交 通
労 働 組 合
（ T R A N S -
NET、（010
以降はEVG）
統 一 サ ー
ビ ス 産 業
労 働 組 合
（ver.di）
合　計
（001 509,690 86（,（6（ （68,01（ （,710,（（6 （50,8（9 185,（80 （06,00（ （,806,（96 7,899,009
（00（ （89,80（ 8（（,69（ （6（,68（ （,6（（,97（ （（5,（50 18（,907 （97,（71 （,7（0,1（（ 7,699,90（
（00（ （61,16（ 800,76（ （60,8（（ （,5（5,（（8 （（6,507 181,100 （8（,（（（ （,61（,09（ 7,（6（,1（7
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（006 （68,768 7（8,70（ （（9,（6（ （,（（（,7（0 （11,57（ 170,8（5 （（8,98（ （,（7（,7（1 6,585,77（
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（008 （（6,（（（ 701,05（ （51,900 （,（00,56（ （05,795 167,9（（ （（7,690 （,180,（（9 6,（71,（75
（009 （（5,（（1 687,111 （58,119 （,（6（,0（0 （0（,670 169,1（0 （19,（（（ （,1（8,（00 6,（6（,9（（
（010 （1（,568 675,606 （60,（97 （,（（9,588 （05,6（6 170,607 （（（,（85 （,09（,（55 6,19（,（5（
（011 （05,775 67（,195 （6（,1（9 （,（（5,760 （05,6（7 171,709 （（0,70（ （,070,990 6,155,899
（01（ （97,76（ 668,98（ （66,5（（ （,（6（,707 （06,（0（ 17（,（（（ （1（,566 （,061,198 6,151,18（
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出典：ドイツ労働総同盟の HP（http://www.dgb.de/uber-uns/dgb-heute/mitgliederzahlen）
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五九九
ドイツ地域はより顕著であって、 一九九六年時点は五一％あった適用率が、二〇一二年には三一％にまで落ち込んでいるのである。ただ、 いわゆ 引用条項
（
B
ezugnahm
eklause
）5
（
l ）
を用いた労働協約の間接的な適 を含めれば、今でも約七割程度の労働者が、産別協約が定める水準の労働条件のもと就労していることになるから、未だ産別協約は規範としての重要性を維持しているとの評価はあり得よう。しかし、少なくとも産別
表 2　金属連盟（Gesamtmetall）傘下使用者団体加盟企業数の推移
年
旧西ドイツ地域 旧東ドイツ地域
協約適用のあ
る加盟企業
協約適用のな
い加盟企業
協約適用のあ
る加盟企業
協約適用のな
い加盟企業
1990 8,17（ 1,19（ 
1991 8,168 1,（65 
199（ 8,081 1,（78 
199（ 7,75（ 1,111 
199（ 7,（58 98（ 
1995 7,09（ 79（ 
1996 6,7（1 655 
1997 6,50（ 5（0 
1998 6,（6（ 50（ 
1999 6,066 （（（ 
（000 5,8（6 （（6 
（001 5,697 （96 
（00（ 5,（51 （5（ 
（00（ （,819 （90 
（00（ （,508 （66 
（005 （,189 1,（（（ （（0 
（006 （,978 1,89（ （（6 7 
（007 （,80（ （,（（9 （1（ 75 
（008 （,685 （,（85 （1（ 8（ 
（009 （,577 （,（60 （1（ 85 
（010 （,（9（ （,6（9 （18 86 
（011 （,（（（ （,8（（ （19 89 
（01（ （,（8（ （,0（（ （（0 1（8
出典：金属連盟の HP（http://www.gesamtmetall.de/gesamtmetall/meonline. 
　　　　　　　　nsf/id/DE_Zeitreihen）
六〇〇
協約の直接的な適用率は、一貫して低下傾向にある。
ところで、産業レベルでの労
使関係の変化と言った場合、かかる協約適用率の低下に加えて、労働条件規整権限の産業レベルから事業所レベルへ 分権化
（
D
ezentralisierung ）
という現象
が指摘されている。周知の通り、ドイツにおいては協約中にいわゆる開放条項が置か 場合には、協約優位原則 よる遮断効（Sperrw
irkung ）
が解かれ、事業所
協定により協約の水準を下回る労働条件を定めることが可能とされるが、一九九〇年代以降は、経済の停滞やいわゆる産業立地問題等
表 3　企業別労働協約を締結している企業数の推移
年 旧西ドイツ地域 旧東ドイツ地域 総　計
1990 約 （,100 約 （50 約 （,550
1991 約 （,（00 約 850 約 （,150
199（ （,（（（ 1,178 （,600
199（ （,56（ 1,（0（ （,966
199（ （,689 1,（（5 （,1（（
1995 （,9（（ 1,588 （,5（0
1996 （,081 1,65（ （,7（（
1997 （,（9（ 1,685 （,978
1998 （,606 1,765 5,（71
1999 （,998 1,8（（ 5,8（1
（000 （,（9（ 1,9（（ 6,（15
（001 （,817 1,985 6,80（
（00（ 5,10（ 1,961 7,06（
（00（ 5,（（（ （,117 7,5（0
（00（ 5,7（（ （,（51 7,99（
（005 6,6（9 （,51（ 9,16（
（006 6,885 （,5（（ 9,（（9
（007 6,5（0 （,（（（ 8,95（
（008 6,87（ （,（（7 9,（99
（009 7,107 （,（5（ 9,561
（010 7,（78 （,（5（ 9,7（0
（011 7,（55 （,（71 9,9（6
（01（ 7,6（6 （,（90 10,116
　　　　　　出典：BMA-Tarifregister: Stand （1. 1（. （01（
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と相まって、個別事業所における労働条件の柔軟性を確保するために、各産別協約中には【
表
6】における
ような様々なバリエーションの開放条項が置かれることとなった。また、前述の通り、産別協約の拘束を逃れ、組合 企業別協約を締結する企業が増えているとすれば、かかる現象も、ここでいう分権化の一形態理解できよ 。
⑵
　
事業所レベル
次に、事業所レベルでの
労使関係の変化についてみ
表 4　一般的拘束力宣言を受けている 労働協約数の推移
年 合　計 旧東ドイツ地域
1990 5（6
1991 6（（ 7
199（ 6（1 56
199（ 6（0 9（
199（ 6（（ 95
1995 6（7 118
1996 571 1（（
1997 558 1（（
1998 588 16（
1999 591 179
（000 551 171
（001 5（（ 171
（00（ 5（（ 188
（00（ （80 175
（00（ （76 179
（005 （75 19（
（006 （（6 17（
（007 （5（ 176
（008 （6（ 17（
（009 （76 17（
（010 （90 170
（011 （88 170
（01（ 50（ 17（
（01（ （98 168
出典：BMAS, Verzeichnis der für allgemeinverbindlich erklärten Tarifverträge
　　　（Stand: 1. Januar （01（）, S. 6.
六〇二
てゆくと、まず事業所委員会の設置率が低下している。これは、協約適用率の低下に比べれば、かなり緩やかな低下ではあるが、 例えば【表
7】をみると、
一九九〇年には事業所委員会が設置されている事業所で就労する労働者の割合は、全体の五一％であったのが、現在では四四％にまで低下している。
また、先ほどみた分権化との関係でいえば、協
約上の開放条項を利用する事業所委員会の割合は現在でもかなり高いよう ある。例えば、経済社会研究所
（ＷＳＩ）
が二〇一〇年に事業所委員会を
対象に行った調査によれば、調査対象となった企業の五八％が開放条項を利用しているという結果が出ており、 またその内訳を示す【表
8】をみると、
一定割合の事業所において、賃金や労働時間のような中核的労働条件についても開放条項が利用されていること わかる。
そして、更に深刻であるのは、開放条項がない
表 5　協約適用率と事業所委員会設置率（被用者比）単位：％
旧西ドイツ地域 旧東ドイツ地域
1996 1998 （000 （00（ （00（ （006 （008 （010 （01（ 1996 1998 （000 （00（ （00（ （006 （008 （010 （01（
事業所委員
会有り＋産
別協約有り
（1 （9 （7 （7 （5 （（ （0 （1 （9 （9 （5 （5 （（ （（ 19 18 18 15
事業所委員
会有り＋企
業別協約有
り
9 6 6 6 6 7 6 6 6 1（ 9 8 10 9 10 9 10 11
事業所委員
会有り＋労
働協約無し
（ 7 6 6 7 9 8 8 5 8 9 9 10 10 9 10
産別協約有
り＋事業所
委員会無し
（7 （8 （5 （（ （（ （（ （（ （1 （1 （（ （1 16 15 16 16 18 1（ 16
企業別協約
有り＋事業
所委員会無
し
（（ （ 1 1 1 1 （ 1 1 （6 5 （ （ （ （ （ （ （
労働協約無
し＋事業所
委員会無し
（1 （（ （5 （7 （0 （1 （（ （（ （1 （9 （0 （1 （1 （（ （7 （5
合計 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
　出典：IAB-Betriebspanel（1996─ （01（）
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にも関わらず、あるいは開放条項が許容する範囲を超えて、協約水準を下回る事業所協定を締結する、 いわゆる違法な
（
w
ilde ）
分権化という現象が出てきている点であろ
う
）6
（
。ま
た、これとの関連で えば、違法な分権化現象へ直ちに繋がるわけではないが、産別組合から距離を置く事業所委員会というのも増えてきているようであり、従来におけるような産別組合と事業所委員会の緊密な関係は、必ずしも絶対的なもので
表 6　協約上の開放条項の種類
金 属 産 業
労働者の 1（％から 18％までの範囲（労働者の半分が高資格者であり、最も
高い賃金等級に格付けられている場合には、50％までの範囲）で、週労働
時間を （5 時間から （0 時間へ継続的に延長することを認めるもの
労働時間を、部分的な賃金調整を伴って、一時的に （5 時間から （5 時間に
短縮することを認めるもの
事業所における持続的な雇用保障を実現するために、労働協約上定められた
最低基準からの逸脱を認めるもの（一般条項、例えば追加的支払いのカット、
支払の延期、労働時間の延長、賃金調整を伴う、または伴わない労働時間の削減）
化 学 産 業
（7.5 時間の週労働時間を＋／− （.5 時間の範囲で変形させることを認めるも
の（労働時間回廊）
経済的に困難な状況において、労働ポストの確保および／または競争力の
改善のために賃金の 10％カットを認めるもの
新たに雇い入れられた被用者に対しては 90％、長期の失業者であった被用
者に対しては 95％の低い賃金率での支払いを行うことを認めるもの
賞与を、月賃金の 95％での固定額による支払いに代えて、80% から 1（5%
の範囲での変動を認めるもの
賞与、休暇手当および財形給付に関して、経済的困難が深刻な状況におい
ては、金額および支払時期のいずれについても、合意による逸脱の余地を
認めるもの
リサイクル業およ
び廃棄物処理業
賃金、労働時間、休暇日数および賞与に関して、競争力の維持または持続
的な改善のために、（ 年間 15％までカットすることを認めるもの
小　売　業
小規模の事業所について、規模に応じて、一定の割合での賃金引下げを認め
るもの（小規模企業条項）：被用者 （5 人以下は （％、15 人以下は 6％、5 人
以下は 8％（旧東ドイツ地域）
経済的に困難な状況において、労働ポストの確保のために 1（ 人以下の被用
者を雇用する事業所において、1（ カ月間、賃金の 1（％を引下げることを認
めるもの
銀　行　業
週労働時間を （1 時間まで短縮することを認めるもの
経済的に困難な状況において、労働ポストの確保のために、労働協約上定
められた規定からの逸脱を認めるもの（経営危機条項、例えば賞与や休暇
手当の引下げ、賃金引上げの延期）
　出典：WSI-Tarifarchiv
六〇四
はなくなってきているとの指摘
）7
（
もある。
（　
本稿の目的
ところで、従来我が国においては、ドイツにおける集団的労使関係の変容というテーマは、特に産別レベルでの変
化を捉えて、産別協約の危機あるいは動揺という側面から論じられてき
た
）8
（
。しかし、上記でみたような事業所レベル
での変化をも含めれば、もはや伝統的な二元的労使関係システム自体に危機あるいは動揺が生じているとの評価も可
表 7　事業所委員会設置率（被用者比）単位：％
年
事業所委員会が設置されている事業
所で就労する被用者の割合
旧西ドイツ地域 旧東ドイツ地域
199（ 51 
1996 51 （（ 
1998 50 （0 
（000 50 （1 
（001 50 （1 
（00（ 50 （（ 
（00（ （8 （0 
（00（ （7 （0 
（005 （7 （0 
（006 （6 （9 
（007 （6 （9 
（008 （5 （7 
（009 （5 （8 
（010 （5 （7 
（011 （（ （6 
       出典：IAB-Betriebspanel （01（.
表 8　開放条項の利用状況（2010 年度）
労働条件の種類
開放条項を利用した
事業所の割合（%）
変形労働時間制 （（
労働時間延長 18
採用時賃金規定 16
賞与のカット・停止 1（
期限付労働時間短縮 7
賃金引上げの延期 1（
基本賃金の引下げ 6
休暇手当のカット 9
出典：WSI-Betriebsrätebefragung （010
六〇五
ドイツにおける集団的労使関係の現在（山本）
能であるのかもしれない。
そして、かかるドイツ集団的労使関係の変容をよりリアルに捉えるためには、統計によるのみならず、現実の労使
関係に立ち入ってみることもまた有益であろう。そこで、筆者は二〇一二年および二〇一三年に、ドイツにおける産別組合・使用者団体・個別企業および事業所委員会を対象として、ヒアリング調査を実施した。本稿は、かかる調査結果を踏まえて、変化のなかにあるドイツ集団的労使関係の現在を、筆者なりに素描し うとするものである
）9
（
。
Ⅱ
　
労働組合・使用者団体・事業所委員会の現在
それではまず、産別レベルおよび事業所レベルの労使関係における当事者をめぐる最近の動向から、みてゆくこと
としたい。
1　
労働組合
⑴
　
組織率低下と組織化の取組み
冒頭で述べた通り、ドイツにおける労働組合は主として産 別労働組合として組織されてきたわけであ が、
Ⅰ
（
⑴でみたように、かかる産別組合の組織率はかなり低下している。 【
表
1】によれば、ＤＧＢ傘下の産別組合に加盟
している労働者は、二〇一二年で約六一四万人となっている。現在のドイツにおける労働者数である約三、 五〇〇万人弱から計算すると、産別組合の組織率は約一八％であることになろう。一九九一年時点で、同様の計算を行 と、
六〇六
当時の組織率は約三六％であったから、この二〇年ほどで産別組合の組織率は半減したことになる。
このような組織率低下の原因について、文献等では、産業構造の変化
（製造業からサービス業への移行）
、それに伴う
ホワイトカラー労働者の増加、非正規雇用の増加、あるいは労働者の個人主義化等が指摘されているが、この点については、ヒアリング調査によっても同様の知見が得られたところである。従って、ドイツの産別組合に って、いかに組織化を図っていくかは緊喫 課題となっている。
ただ、産別組合が全体としては組織率を低下させているなかで、 【
表
1】からもわかるように、金属産業労働組合
（
IG
 M
etall ）
は、逆にここ数年で組合員数を増やしており、その組織化活動が大きな注目を集めている。そして、この
点に関する
IG
 M
etall でのヒアリングによれば、大きくは二つの取組みがあるという。
かかる取組みとして、まずは、最近の
IG
 M
etall では、組合離れが進んでいる労働者層、特に若年労働者と派遣労
働者の分野 重点を置いて協約政策を進めていることが挙げられる。詳しくは
Ⅲ
1⑴で後述するが、
IG
 M
etall は
二〇一二年の協約交渉にお 、この二つの分野に関して重要な協約を締結しており、近年の組合員数の増加はこれを連動しているところがあ 。
また、これに加えて、事業所委員会が存在しない事業所に事業所委員会を新設し、これを拠点として、当該事業所
における未組織労 を組織化してゆくという取組みもある。周知の通り、ドイツにおいては事業所組織法一七条三項をはじめ、労働組合には事業所委員会の設置手続を主導する権限が認められているわけ るが、
IG
 M
etall はか
かる権限 基づき、二〇一二年度は約一、 五〇〇の事業所で新たな事業所委員会の設置を実現したとのことであ
る
）（（
（
。
もっとも、
IG
 M
etall でのヒアリングでは、このように事業所委員会を新設できた例がある一方で、逆に既存の事業
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所委員会が無くなってしまう例も最近ではかなり多くあるとの知見も得られたところであるが、この点については後述する。
⑵
　
専門職労働組合との競合
ところで、これも日本ではよく知られているところであるが、組織率の低下と並んで、産別組合が直面している
問題として、専門職労働組合
（
Spartengew
erkschaften ）
との競合という現象がある。ドイツにおいては、これまで、
 
ＤＧＢの組織原則である産業別組織原則
（
Industrieverbandsprinzip ）
により、協約交渉は集権化され、一つの産業につ
き管轄権を有する労働組合は一つに限定されていたため
（一産業一組合）
、労働組合間での対立が生じることはほとん
ど無かった。しかし、二〇〇〇年以降から、一定の専門職に就いている労働者層が、産別組合の協約政策に対する不満から、職業別の労働組合を結成し、独自の協約政策を展開する動きがみられるようになっている。特に、このような現象は 民営化された公務部門において生じており、例えばパイロットについて コックピット
（
V
ereinigung 
C
ockpit ）
が、機関士についてはドイツ機関士組合
（ＧＤＬ）
が、医師についてはマールブルク同盟
（
M
arburger B
und ）
がそれぞれ結成され、ベルリンやフランクフルトを拠点 活動を行っている。
このような専門職集団として形成された労働組合は 組合員数自体 必ずしも多くはないが、当該専門職内での
組織率は高く、また、ストライキの際の代替要員の確保が困難であ 点で、使用者側に対しかなり強い交渉力を持っている点に特徴がある。そして 連邦労働裁判所は、二 四年に客室乗務員組合
（ＵＦＯ）
の協約締結能力
（
T
ariffähigkeit ）
が争われた事
案
）（（
（
において、かかる代替要員確保の困難性が使用者に対して強い圧力となる点を捉え、
六〇八
同組合の社会的実力
（
sozial M
ächtigkeit ）
を肯定し、協約締結能力を承認した。
また、従来はこのような専門職組合が使用者と協約を締結したとしても、既に当該事業所の多数の労働者に適用さ
れる産別協約が存在する場合には、いわゆる協約単一原則
（
G
rundsatz der T
arifeinheit ）
により、特定の専門職に適用
されるに過ぎない協約は、当該事業所における適用を排除されてしまうこととなっていた。しかし、既に我が国でも紹介 ているように、二〇一〇年の一連の判決によって連邦労働裁判所は、かかる複数協約
（
T
arifplurarität ）
時の
協約単一原則を放棄したた
め
）（（
（
、現在では、専門職組合が締結する労働協約には、法的な障害は無くなっている。以上
のことからすると、ドイツの司法は、かかる専門職組合の登場を促進する傾向にあるといえよう。
もっとも、前述の通り、これらの専門職組合が活動しているのは、民営化された公務部門におい であり、従っ
て、それとの競合に直面し のは統一サービス産業労働
（
ver.di ）
のみである。可能性としては、例えば金属
産業においてエンジニアが専門職組合を結成するという動きも考えられなくは無いが、金属産業ではもともと賃金水準が高いこともあり、そのような動きが生じること 現実には考えられないというのが
IG
 M
etall ・
G
esam
tm
etall と
もに共通の見解であった。 れゆえ、今後 ツにおいて、専門職組合が数的に増えていくことは考えにくいであろう。また、
ver.di でのヒアリングによれば、例えば医師に関する専門職組合であるマールブルク同盟は、医師の中で
もどちらかといえばクオリフィケーションの高い専門医 利益代表を志向する傾向にあるため、そうでない医師はまた
ver.di に戻るという傾向がみられるとの知見も得られたところである。
従って、これらの点からすると、この専門職組合との競合という現象は、決して軽視すべきではないけれども、全
体的なドイツ集団的労使関係の変容というなかでは、 今後はさほど重要 要因と ならないとの見方も可能であろう。
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（　
使用者団体
次に、使用者団体についてみると、
Ⅰ
（⑴でみた通り、使用者団体の組織率も年々低下している。これは、使
用者団体が締結する産別協約に拘束されることを嫌って使用者団体から脱退したり、あるいはそもそも使用者団体に加盟しない使用者が増えているという、いわゆる「協約からの逃避
（
T
ariffl
ucht ）」現象が主な原因であるが、
G
esam
tm
etall でのヒアリングによれば、実は組合組織率の低下も、使用者団体組織率の低下に作用しているという。
すなわち、加盟企業がストライキを受けた際に、これを支援するのが、使用者団体の重要な役割の一つであるところ、組合組織率が低下すると、加盟企業 ストライキを受ける可能性も減少するため、必然的に各企業としては使用者団体に加盟して支援を受け インセンティブが失われ、使用者団体への組織率の低下に繋がっているのである。
それゆえ、一九九〇年代初頭以降の使用者団体においては、加盟企業を繋ぎ止めるために、いわゆる「協約が適用
されない加盟資格
（
M
itgliedschaft ohne T
arifbindung ）」
（以下、ＯＴメンバ
ー
）（（
（
）
を設けるようになっている。 【
表
2】から
もわかるように、かかるＯＴメンバーを選択する のほうは年々増加しており、これを選択した企業は、使用者団体から助言や情報提供等のサービスは変わらず受け こと できる一方で、その名の通り、使用者団体が締結している労働協約には拘束されない。むろん、組合側はこのようなＯＴメンバーの制度に反発しているが、連邦労働裁判所は二〇〇六年にこれを適法とする判決
）（（
（
を下している。
ただ、かかるＯＴメンバーの実態としては、これを選択する企業は中・小規模の企業が多数である。この点につき、
ヘッセン州金属電機産業使用者団体
（
H
essenm
etall ）
にヒアリングを行ったところ、現在
H
essenm
etall に加盟してい
六一〇
る企業約五二〇社のうち、約半数がＯＴメンバーを選択しているが、これらの企業が雇用している労働者数を合計すると一五、 〇〇〇人程度に留まることから、やはりほとんどが中小企業であるとの知見が得られた。
ただ、そうであるとはいえ、協約適用率の観点からすれば、このＯＴメンバーの存在は看過できない存在である。
とりわけ、 【
表
4】でみた通り、ドイツにおいては一般的拘束力宣言数が年々減少傾向にあるが、これと使用者団体
の組織率低下およびＯＴメンバーの増加は密接に関係している。これは、ドイツ労働協約法五条一項一号が「当該協約が適用される使用者が当該協約の適用範囲 ある労働者の五〇％を雇用していること」を一般的拘束力宣言の要件の一つと定めてい ため、ＯＴメンバーを選択する企業が増えると かかる要件を充足することが困難 なるためである。その点では、先ほどⅠ
（⑴では、労使団体の変化と一般的拘束力宣言数の減少を並列的に位置付けていたが、
この間には厳密にいえば、一定の関連性ないし連続性がみられ というこ には、注意を要しよう。
（　
事業所委員会
⑴
　
設置率の低下
それでは、事業所内労使関係の担い手である事業所委員会は、どのような現状にあるのだろうか。既に
1⑴で検討したところによれば、事業所委員会の新設については、
IG
 M
etall が積極的な活動を行っている。
前述の通り、二〇一二年度には一、 五〇〇の事業所委員会を新設したほか、それ以外の年でも平均して三〇〇程度の事業所委員会の新設を実現できているという。しかし他方で、
IG
 M
etall でのヒアリングによれば、金属産業だけで
も毎年約二〇〇の既存の事業所委員会が失われていると こ ある。従って 金属産業だけで見れば、事業所委員
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会の設置率は緩やかに上昇しているが、しかしドイツ全体でみれば、 【
表
7】からも確認できるように、緩やかでは
あるが、低下傾向が看取できる。また、 【
表
9】によれば、企業規模別でみると、小規模企業においては事業所委員
会の設置率は、六％とかなり低い。これは 産業でいえば、自動車・金属・化学のようないわば伝統的産業においては高い設置率を維持している一方 、小売や建設等のように中・小規模の企業が多い産業にお ては、設置率はかなり低いことを示している。
このような設置率の低下傾向につき、ＷＳＩでのヒアリング調査によれば、まず
事業所委員会の新設 妨げる要因として 、産別協約の適用率低下に伴 、産別組合が 設置のための主導権を行使しうる場面が少なくなっていることのほか、事業所委員会を新設しようとすると 生産拠点の海外移転や、労働者 対する買収行為等によってこれを妨げ 使用者が ため あ との知
見
）（（
（
が得
られたところである。特に、後者 パターンについては、従業員規模が一〇〇〜三〇〇人程度の中規模企業に多くみられる であり これらの企業では事業所委員会は自由な経営判断を妨げる存在であると思考する経営者が、なお少 くな という。
他方、既存の事業所委員会が失われる原因についてみると、これは企業倒産が主
たる原因ではあるが、後継者不足も原因の一つとなって 。 なわち
IG
 M
etall
およびＷＳＩ のヒアリングによれば、これまで 定の労働者が長期に亘り事業所
表 9　事業所委員会設置率（事業所規模別）単位：％
事業所規模（人）
旧西ドイツ地域 旧東ドイツ地域
設置率（%） 設置率（%）
5─ 50 6 6
51 ─ 100 （8 （9
101 ─ 199 6（ 5（
（00 ─ 500 77 68
501─ 86 85
        出典：IAB-Betriebspanel （01（
六一二
委員会の委員長を務めていたけれども、当該労働者が退職して年金生活に入ってしまい、後継者がみつからなかったため、そのまま事業所委員会自体が無くなってしまうというパターンが最近では多くみられるとのことである。
⑵
　
事業所委員会の実際
以上のように、
IG
 M
etall やＷＳＩでの調査だけでも、事業所内労使関係が従来と比べて変化していることが一定
程度明らかとなっ が ここでは更に、筆者が二〇一三年に以下の三つの企業における事業所委員会を対象に行ったヒアリング調査から得られた知見も、併せて紹介しておきたい。
まず、訪問したのは、自動車メーカーであるＡ社のシュトゥットガルト近郊にある工場の事業所委員会である。同
工場で就労する労働者数は、合計三五、 〇〇〇人であり、うち二〇、 〇〇〇人が直接部門におい 、一五、 〇〇〇人が間接部門において就 している。そして、同工場の事業所委員会は五五名の委員を擁しており、全員が専従として活動している。これは なわち、事業所組織法九条および三八条が定める法定の人数を上回る事業所委員会委員および専従委員が置かれていることを意味す また、かかる五五名のうち四四名が
IG
 M
etall の組合員であり、更にその
下で
IG
 M
etall から派遣された一、 〇〇〇名の職場委員が事業所委員会をサポートしているという。なお、同工場に
おける
IG
 M
etall の組織率は、直接部門が約九〇％、間接部門が約二五％となっている。
次に訪問したのは、自動車部品・電機工具メーカーであるＢ社のシュトゥットガルト近郊にある工場の事業所委員
会である。同工場では一二、 〇〇〇人の 働者が就労しているが 事業所委員会 委員数は三七名、うち専従委員数は一四名であり、法定の水準通りの人数となっている。また、ここでも
IG
 M
etall の職場委員が活動しており、その
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人数は四〇〇名である。なお、同工場における
IG
 M
etall の組織率は、全体では三二％であるが、部門別でみれば、
直接部門が約六五％、間接部門では約七〜二四％と、やはりここでも直接部門での高い組織率が看取できる。
最後に訪問したのは、通信事業を展開しているＣ社のミュンヘン拠点における事業所委員会である。同拠点におい
ては、現在一、 八〇〇人の労働者が就労している。かつては三、 〇〇〇人の労働者が就労していたが、事業再編により、現在の人数にまで減少したとのことである。また、同拠点の事業所委員会の委員数は一七名
（うち、
IG
 M
etall 組合員は
一五名）
であり、そのうち専従となっているのは四名と、ここでも法定の水準が維持されているが、事業所委員会委
員は非専従のほうが、より労働の現場をアクチュアルに把握できるとの観点から、多くの専従を置いていない点に、この事業所委員会 特徴がある。なお、Ｃ社ミュンヘン拠点におけ
IG
 M
etall の組織率は、以前は約二五％であっ
たが、事業再編を契機に、現在では五〇％弱にまで上昇しているという。
このように、全体的としてみると、いずれも金属産業における代表的企業ということもあり、右の各事業所におい
ては、伝統的な二元的労使関係の構造 、なお維持されていた。すなわち、比較的高い組合組織率を維持しつつ、事業所委員会委員も大多数が組合 であり、また法定の水準通りあるいはそれ以上の委員および専従委員 擁し、更にその下で、組合から派遣される多数の職場委員 事業所委員会 サポートするという、産別組合と事業所委員会非常に緊密な関係が看取される。
但し、各事業所委員会で ヒアリングによれば、かかる労使関係はやはり従来とは変わってきていると ろは る
という。例えば、間接部門の役割が増大す 一方で、そこにおける組合組織率が低下してい ため 全体として組合組織率は下がっているという点 、製造業であ Ａ社およびＢ社に共通してみられたと ろ これは
Ⅱ
1⑴で
六一四
みた組織率低下の原因と繋がるが、間接部門のなかでも、研究・開発やデザインに従事する比較的能力の高い労働者のなかには、 「自分の意見は自分で主張できるため、組合のような利益代表者を必要としない。 」との思考を持つ者もいるため、そのような労働者が多い部門での組織化は難しいようである。
また、その他の変化として、Ｃ社事業所委員会でのヒアリングでは、産別組合から距離を置いている事業所委員会
委員がいると 知見も得られた。ドイツにおいては、既に一九九〇年代から 一部の事業所委員会の委員がＡＵＢ（A
rbeitsgem
einschaft U
nabhängigier B
etriebsangehörigen ）
なる独立の組織を作って、産別組合の支配下から離れて活動
を行う動きが出て た
が
）（（
（
、現在のＣ社の事業所委員会委員一七名のうち二名はこのＡＵＢの流れを汲む委員であり、
どちらかといえば経営者の側に近いスタンスで発言等を行っ いるという。
このように、程度問題としては限定的ではあるが 伝統的な二元的労使関係の揺らぎは、各企業で態様の差はあれ
生じているということが、実際に確認できたところである。
Ⅲ
　
規範設定の現在
それでは次に、これら労・使当事者による規範設定
（労働条件決定）
の手段であるところの産別協約、事業所協定お
よび企業別協約については、どのような変化 生じているのだろうか。
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1　
産業別労働協約
ここでは、ドイツの協約交渉においてパイロット的役割を果たしている、金属産業における最近の協約政策の動向
を採り上げることで、産別協約による規範設定の現状についてみてゆくこととしたい。
⑴
　
協約政策の焦点
まず、ドイツにおける最近の協約政策の焦点は、賃上げにある。これは、ドイツ経済が現在ユーロ圏で非常に好調
であることに起因しているが、
IG
 M
etall でのヒアリングによれば、労働者が多様化するなかで、組合としては最大
公約数的な要求事項を抽出す 必要があり 従って、最近の協約政策の焦点は賃上げが中核を成しているとのことである。また、その成果として、
IG
 M
etall は二〇一二年度には四・三％、二〇一三年度には五・五％の賃上げを、それ
ぞれ実現している。
次に、二〇一二年度の協約交渉においては、賃金以外の分野でも、いくつかの重要な成果がみられた。
IG
 M
etall
が、その組織化戦略において、特 若年者と派遣労働者に関する協約政策に重点を置いていることは、既に
Ⅱ
1⑴で
述べた通りであるが、まず、若年者雇用の領域においては、職業訓練生の引受けに関して大きな前進がみられた。すなわち、従来、金属産業においては、職業訓練を終えた職業訓練生が当該使用者において継続雇用され 場合には一二カ月間が上限とされていたが、二〇一二年度 協約交渉により 二〇一三年以降に採用試験に合格した職業訓練生は、原則として期間の定めなく 当該使用者により継続雇用されることとなった。
六一六
更に、労働者派遣の領域においても、注目すべき動きがある。それが、二〇一二年に
IG
 M
etall 本部と派遣元企業
の使用者団体である人材サービス業者全国使用者連盟
（ＢＡＰ）
およびドイツ労働者派遣事業協会
（ｉＧＺ）
との間で
締結された、 「金属・電機産業における労働者派遣の加給に関する労働協約
（
T
arifvertrag über B
ranchenzuschläge für 
A
rbeitnehm
erüberlassungen in M
etall- und E
lektroindustrie
）（（
（
）」
である。この協約は、同一派遣先企業での就労期間に応じ
て、派遣労働者に支払うべき賃金の加給率を段階的に引き上げるものであ が、それによればまず、派遣労働者が同一派遣先企業において六週間就労した場合、協約賃金の一五％が加給として支払われ、更 かかる加給率は就 期間三カ月後には二〇％に、五カ月後には三〇％に 七カ月後には四五％に、九カ月後には五〇％ そ ぞれ引き上げられることとなっている。このような協約政策は、派遣労働者と正規労働者との処遇格差解消を狙ったものであり
IG
 
M
etall は、かかる協約によって、最も低い賃金等級の労働者でも最大六二一
€、最も高い賃金等級の労働者では最大
一、 三八〇
€の加給を得ることができるとの試算を行っている。
⑵
　
開放条項の実際─金属産業を例に
ところで、本稿の冒頭では、ドイツにおける集団的労使関係の変化の一つとして、開放条項による労働条件規整権
限の分権化という傾向を指摘したが、この点に関連して、実際のところ、産別協約は開放条項によってどの程度事業所内で 労働条件決定の余地を開いているのかという
点
）（（
（
を、中核的労働条件である労働時間および賃金の領域に限っ
て、確認しておきたい。
まず、労働時間についてみると、例えば金属産業におけるバーデン・ヴュルテンベルク協約地域の産別協
約
）（（
（
では、
六一七
ドイツにおける集団的労使関係の現在（山本）
変形労働時間制や土曜日への週所定労働時間の配分、労働時間口座制、時間外労働、時間外労働の代休付与による調整、操業短縮、深夜労働・交代制勤務・日曜および祝祭日労働等の事項について、事業所委員会との事業所協定により、その実施や導入を可能とすることで、一種の弾力的な規制を行っている。ただ 周知の通り 基本的にこれらの事項は、事業所組織法八七条一項が定める共同決定事項
（社会的事項）
であって、仮に協約の遮断効が及ばない場合には、
事業所内で 規制が当然に予定されてい も であるから、これらの事項について事業所内で 条件規制の余地が認められているのは、むしろ自然なことと言いうる。
これに対して、右・産別協約内で注目されるのは、週労働時間の長さ自体についても柔軟性を担保する開放条項が
存在する点である。すなわち、金属産業においては週所定労働時間は三五時間が原則とされているところ、賃金等級一四以上に格付けられている労働者 全労働者の半数以上である事業所においては、個別同意によって週 定労働時間を延長できる労働者の割合を、原則である一八％から最大で五〇％まで引き上げること、および、かか 割合の範囲内において、個別同意によ 延長と並び 一定の労働者グループまたは部門について週所定労働時間を四〇時間にまで延長することが、事業所協定によって可能とされている
（一般協約七条）
。実際に、筆者がヒアリングを行ったな
かでも、
Ⅱ
（⑵でみた企業のうちＡ社とＢ社は、特に研究・開発部門について、この開放条項を利用して週労働時間
を延長しているとのことであった。ただ、その適用対象 は賃金等級が一から一七ま あるうち、あくまで一四以上というかなり高 ランクに格付けられている労働者に限られてい から、協約水準を下回るとい よりも、むしろ労働の専門化に合わせて柔軟性 担保するという色彩が強い。
他方、賃金についてみると、産別協約が定める賃金規制からの逸脱については、かなり厳格に管理しようとする協
六一八
約当事者の姿勢がうかがわれる。すなわち、協約中では、例えば事業所委員会との合意により、協約の規定とは異なる賃金等級、職務評価制度等を定めることを可能とする開放条項が置かれているが、その利用には あくまで協約当事者の書面による同意が要件とされてい
（賃金基本協約二三条）
。また、協約上の賃金引上げが、企業の経営危機を
もたらす場合には、当該企業についての特別規定が定められることで、その状況に応じた柔軟な対応を可能とする、いわゆる経営危機条項（
H
ärteklausel ）もみられたところではあるが、かかる開放条項の利用は、①企業と事業所委
員会が共同で申請を行うこと ② 再建計画を提示 ること ③経営を理由とする解約告知を行わ いことを条件に、協約当事者自身が特別の定めを行うという、産別組合および使用者団体の強い関与のもとで初めて認められるものとなって る
（賃金協約四条）
。実際に、筆者はヒアリングを行った企業では、かかる困難条項は利用されていな
かった。ただ 金属産業のなかでも、最近、比較的大規模な自動車メーカーがこの困難条項を用いて賃上げを延期した例はあるとのことであり、分権化の手段としては実際に機能しているようであるが そこでの分権化というのは、あくまで協約当事者のコントロール下における分権化
（
kontrolierte D
ezentralisierung ）
である点には、 注意を要しよう。
このように、金属産業だけでいえば、いわゆる違法な分権化現象をはじめ、二元的労使関係を揺るがすといった意
味での分権化は、 をみる限り も、また筆者がヒアリング調査を行った限りでも、見受けられなかったところである
）（（
（
。
（　
事業所協定
次に事業所協定についてみると、二〇〇〇年代に入って以降、数が増えていると指
摘
）（（
（
されているのは、事業所の移
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転に伴う従業員の雇用保障をテーマとする事業所協定
（＝雇用保障協定）
であり、筆者が二〇一三年に訪問したＡ社お
よびＣ社でも同様の問題が生じていた。ここでは各企業において締結された雇用保障協定の概要を、簡単にではあるが紹介しておきたい。
まず、Ａ社においては、二〇〇九年に生産拠点をシュトゥットガルトからブレーメンとアメリカに移転するという
計画が決定されたが、その一方で、二〇二〇年までは同工場内で経営を理由とする解約告知を放棄する旨の雇用保障協定が締結された。これは、経営側と事業所委員会との交渉により、一部の車種については製造拠点を移転させる点では事業所委員会 譲歩 つつも、残り 車種につい はシュトゥットガルトでの製造を維持し続けるとともに、今後は機械設備自体もシュトゥットガルトの工場内で自作する いうことを経営側に確約させたことの成果である。我が国でも既に知られているように、このような事業所の移転問題が生じる 、雇用保障と引き換えに労働条件水準引き下げる「事業所内雇用同盟
（
betriebliche B
ündnisse für A
rbeit ）」が締結される例が多いわけであるが
）（（
（
、上記のＡ社
における雇用保障協定は、労働条件水準を引き下げることなく、 実現した点 、
IG
 M
etall 内においても
極めて意義が大きい のとして捉えられている。
また、Ｃ社では、二〇一一年にミュンヘン拠点を閉鎖し、ウルムへ事業所を移転する計画が決定されたが、ここで
も事業所委員会は経営側との交渉 より、ミュンヘン拠点を維持することを確約させ、二〇一五年ま 従 員の約半数につき経営を理由とす 解約告知を放棄する旨の雇用保障協定が締結された。但し、この際に事業所委員会は、従業員の残り半数について 使用者が作成した被解雇者名簿に同
意
）（（
（
することで譲歩せざるを得なかったようであるが、
かかる解雇対象者の保護については、
IG
 M
etall が重要な役割を果たした。すなわち、
IG
 M
etall はここで解雇対象と
六二〇
なった労働者については関連会社での雇用を確保すること、および、移籍後二年間は従来の賃金の八〇％を保障する旨の協約を使用 側と締結したとのことであり、まさに事業所委員会と産別組合が一体として、この問題への対応に当たった成果といえる。
むろん、前述のＡ社の例においても、産別組合は無関係ではなく、
IG
 M
etall は右・雇用保障協定の交渉段階から
関与するとともに、その締結に際しても
IG
 M
etall の同意のもとで行うという形が採られている。各事業所委員会で
のヒアリングでも、雇用保障という重要なテーマをめぐる交渉は やはり産別組合のサポートがないと成り立たないとの見解であった。限られたテーマではあるが、ドイツ二元的労使関係の実際的な機能 在り方の一例としては、参考となろう。
（　
企業別労働協約
ところで、伝統的なドイツ二元的労使関係のもとでは、労働協約は産別協約が中心であり、労働協約をめぐる法理
論も、基本的には産別協約が念頭に置かれてきた。しかし、ドイツにおいては企業別協約についても、法的な論点は幾つか存在す
る
）（（
（
。例えば、個別使用者は使用者団体に加盟することで企業別協約の締結能力を失うことになるのか否
か、あるいは個別使用者が使用者団体に加盟しつつ、組合と企業別協約を締結したが、当該使用者団体の規約が企別協約の締結を禁止していた場合に、かかる企業別協約は無効 るのか否か、更には個別使用者が使用者団体に加盟しており 従って産別協約の適用下 ある場合、同協約の平和義務ゆえに 組合が同使用者に対し企業別協約 締結を求め ストライキ 行うことは違法となるの 否か、 といったような問題がある
）（（
（
。しかし、 ドイツにおける通説・
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判例はこれらの論点については総じて否定説の立場を採っている。その点では、ドイツにおいては企業別協約の締結につき、特段法律上の制約は無いといえよう。
そのうえで、実態に目を向けると、ドイツにおける企業別協約数は二〇一二年一二月三一日時点で三八、 二六九件
であり、この数は年々増加している。但し、この数を統計として公表している連邦労働社会省
（ＢＭＳＡ）
は、これ
らの企業別協約について内容分析を行っているわけではない。そのため、かかる三八、 二六九件の企業別協約のなかには、使用者団体 そもそも加盟していない企業、あるい 使用者団体を脱退 た企業が組合と企業別協約を結ぶという、いわば本来の意味での企業別協約のほか、使用者団体に加盟している企業が、産別協約の適用を受けつつ、その企業の一部門あるいは一定 労働者グループにつ のみ特別な規制を行うために 産別組合と企業別協約を結ぶという意味での、いわゆる補充的企業別協約
（
E
rgänzungstarifvertrag ）
とが区別されることなく統計が取られている
可能性がある点には 注意を要しよう。
とはいえ、ＷＳＩや
IG
 M
etall でのヒアリングによれば、本来の意味での企業別協約も増加しているとのことであ
り、この点は、伝統的に産別協約が中心的な役割を果たしてきたドイツの集団的労使関係からすれば、重要な変化であるようにも思われる。しかし、より詳細にみると、使用 団体に加盟しない企業 あるいはこれを脱退した企業が組合と企業別協約を締結するという場合、そこ おける は大多数が中規模企業であることがわ る。このことは統計からも明らかであり、例えば【
表
10】によれば、企業別協約が適用されている事業所を規模別でみると、従業員
数二〇〇〜四九九人ま の企業が最も割合が高い一方で、 【
表
5】によれば、企業別協約の適用を受ける労働者の割
合は一九九 年代末か 七〜八％で推移しており 必ずしも増えてはいない。要するに、これらの統計 、確かに企
六二二
業別協約の数自体は増えてはいるが、その締結企業は企業規模がさほど大きくは無いことを示しているのである。
また、この場合における協約締結の相手方は、通常は産別組合である。この点に
関する
IG
 M
etall でのヒアリングによれば、このような中規模企業と企業別協約を結
ぶ際には、二つのパターンがあるという。このうち、パターン①は、当該企業が産別協約の適用が負担となったために使用者団体を脱退したけれども、産別組合としては当該企業が無協約状態となるのを防ぐために、当該企業の状況に配慮した内容での企業 を締結するという場合であり、パターン②は、もともと使用者団体に加盟し おらず、従って無協約状態であった企業に対して、ファースト・ステップとして企業別協約を締結させるという場合である。いずれのパターンにおいても、中規模企業と の に至り易いのは、産別組合として 、企業別協約という形であっても協約の拘束力は維持したい一方で 企業側としても、企業別協約を締結することで、使用者団体に加盟することに伴 コストを回避できるとともにその企業の状況に沿 た柔軟な労働条件形成 可能 なる点 、産別組合 企業側双方のニーズが合致する めである。また、協約有効期間中は平和義務によって争議行為を回避 き 、その点も中規模 にとっては企業 協約を結ぶ大きなインセンティブとなっているという。
ただ、同じく
IG
 M
etall でのヒアリングによれば、企業別協約を結ぶことで、当該企業の状況に沿った柔軟な労働
表 10　企業別協約の適用率（事業所規模別）単位：％
事業所規模
（人）
企業別協約
旧西ドイツ地域 旧東ドイツ地域
1 〜 9   1   1
10 〜 （9   （   6
50 〜 199   8 1（
（00 〜 （99 1（ 18
500 以上 1（ （（
　出典：IAB-Betriebspanel （01（
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条件形成が可能とはいえ、少なくとも右・パターン①については、そこで締結される企業別協約は、実態としてはそのほとんどが、産別協約の内容を基本的に承継する、いわゆる承認協約
（
A
nerkennungstarifvertrag ）
であるとのこと
である。また、右・パターン②については、確かに最初は産別協約よりも低い水準で企業別協約が締結される例もあるが、ここではまずは協約を結ばせると うステップが重要なのであって、
IG
 M
etall としては、最終的にはやはり
承認協約の締結を意図しているとの見解であった。
従って、以上の知見を踏まえれば、確かにドイツにおける企業別協約数の増加は、従来には無かった変化ではある
が、それはあくま 産別組合のコントロール下あ いは長期 な戦略下での現象である点には注意を要しよう。その点では ドイツにおいて企業別協約により労働条件規整権限の分権化が進ん いると評価することには、一定の留保を置く必要があるように思われ
Ⅳ
　
集団的労使関係をめぐる法政策の現在
ところで、ドイツ集団的労使関係については、昨年に行われた連邦議会選挙後に重要な法政策上の進展があった。
周知の通り、二〇一三年九月二二日のドイツ連邦議会選挙により 従来の連立のパートナーであった自由民主党
（Ｆ
ＤＰ）
が得票率五％を超えるに至らなかったため、第一党となったキリスト教民主社会同盟
（ＣＤＵ／ＣＳＵ）
は、社
会民主党
（ＳＰＤ）
と連立交渉を行い、その結果、一一月二七日に連立協定
（
K
oalitionsvertrag ）
を締結し
た
）（（
（
。そのな
かでは注目される は、労働関連の部分で「協約自治
（
T
arifautonom
ie ）
の強化」を明記したうえで、その具体的内容
六二四
として、一般的拘束力宣言制度の改正と、法定最低賃金制度の導入を謳っている点である
）（（
（
。
1　
一般的拘束力宣言制度の改正
これらのうち、まず一般的拘束力宣言制度の改正については、従来議
論
）（（
（
があったところである。例えば、ＤＧＢ
やＳＰＤは「当該協約が適用される使用者が当該協約の適用範囲にある労働者の五〇％を雇用し こと」という従来の一般的拘束力宣言の要件を廃止すべきことを提案していたのに対して、緑の党
（
D
ie G
rünen ）
は五〇％
という比率の引き下げを主張していたが、連立協定内では、こ 五〇％要件を「特別な公的利益
（
ein besonderes 
öffentlichen Interesse ）」が存在する場合という要件へ代替させるという案が明記されるに至った。また、連立協定に
よれば、ここでいう特別な公 利益が存在する場合として、 「協約当事者が共同で設置する
（社会金庫）
の機能性
（
F
unktionsfähigkeit ）
が確保される場合」 、 「一般的拘束力宣言が、誤った経済的発展に対する協約上の規範設定の実効
性
（
E
ffektivität ）
を確保する場合」 、および「協約当事者が、協約適用率が五〇％以上であることについて疎明を行っ
た場合」が列挙されており、従来よりも一般的拘束力宣言 可能な場面が拡大されている。
また、手続面においても重要な改正が提案されている。すなわち、これまで一般的拘束力宣言数が減少傾向にあっ
たのは、これに同意を与える協約委員会において使用者側の委員が同意に消極的であったというこ を踏まえて、今後は申請を行った協約当事者を諮問委員として協約委員会へ関与させることが明記された。
要するに、連立協定においては、実体的 件・手続的要件の双方向から一般的拘束力宣言についての規制緩和 謳
われているのである。
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（　
法定最低賃金制度の導入
そして、更に重要であるのは、このたびの連立協定においては、ドイツにおいて初めての連邦レベルにおける法定
最低賃金制度の導入が明記された点であろう。これも従来議論があったところであり、 例えば、 左翼政党
（
D
ie L
inke ）は、
時給一〇
€での連邦全体に適用される法定最賃制度を主張していたが、結局、連立協定においては、時給八・五〇
€での連邦全体に適用される法定最賃制度が明記されるに至った。もっとも、この点については、経過措置が設け
られており、この八・五〇
€の最低賃金がドイツ全体で強行的に適用されるのは、二〇一七年一月一日以降であって、
二〇一六年一二月三一日までは産業レベルにおける代表的な
（
repräsentativ ）
協約当事者が締結した労働協約があれば、
逸脱することが可能とされている。しかしいずれにせよ、二〇一七年一月一日以降は、そのような協約があっても逸脱はできず、使用者は労働者に対し、時給八・五〇
€の最低賃金を支払わなければならない。この金額については、
労使双方のナショナル・センター より構成される委員会 より 定期的に見直されることとなっているが、差し当たり二〇一七年一 月三一日までは、八・五〇
€が維持されることとなっている。
（　「協約自治強化のための法律」草案
その後、連立協定によって提案されたこれらの内容は、連邦政府によって「協約自治強化 め 法律」
（
E
ntw
urf 
eines G
esetzs zur Stärkung der T
arifautonom
i
）（（
（
e ）
として法案化され、 二〇一四年四月二日に閣議を通過した
）（（
（
。同法案では、
第一章において法定最低賃金制度の導入が、第五章において 般的拘束力宣言制度の改正が規定されているが、その
六二六
内容は、連立協定における提案を基本的に承継し、これを具体化するものとなっている。特に、連立協定との比較において注目されるのは、二〇一六年一二月三一日まで最賃規制からの逸脱を可能とする「産業レベルにおける代表的な協約当事者が締結した労働協約」が具体的に何を指すかは、連立協定 段階では不明であったが、法案においては、労働者送出法
（
A
rbeitnehm
er-E
ntsendegesetz ）
に基づき一般的拘束力を有している労働協約がこれに該当することが明
らかにされている点であろう
（法案の第二四条二文）
。また、実際にも、幾つかの産業分野においては、労働者送出法
に基づき、現在のところ八・五〇
€以下の最低賃金を定める協約が存在している。例えば、建物清掃業においては、
旧東ドイツ地域については二〇一五年一月一日以降も協約上の最低賃金は八・二一
€と定められているし、 大型クリー
ニング業 おいては、ベルリンを含む旧東ドイツ地域につき、二〇一四年 〇月一日から二〇一六年六月末までは、協約上の最低賃金は八・〇〇
€となってい
る
）（（
（
。従って、上記・法案 よれば、二〇一六年一二月三一日までは、これ
らの に基づく逸脱が可能であることになろう。但し、連立協定が提案していた通り、いずれにせよ二〇一七年一月一日以降はこれらの協約によっても逸脱 認められない。連邦政府は、かかる法定最賃制度によって、約三七〇万人の労働者が直接 利益を受けること な の試算を行っている
）（（
（
。
今後の予定として、同法案は、二〇一四年九月に連邦参議院の審議・採決を経て、二〇一五年一日一日に施行され
る予定である。
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Ⅴ
　
結びに代えて
以上、本稿ではドイツ集団的労使関係の実相を捉えるべく、ヒアリング調査から得られた知見をも踏まえて、検討
を加えてきた。全体的にいえば、従来我が国においても指摘されてきた、一九九〇年代以降のドイツ集団的労使関係の変容は、現在なお進行中であるといえる。
確かに、実際にドイツにおいてヒアリング調査を行ってみると、専門職組合との競合問題や、企業別協約の増加傾
向のように、二元的労使関係システムの危機ないし動揺という観点からみたとき、従来指摘されてきたほどに深刻な要因とみるべきかどうか、一定の留保を置 て評価すべき必要性が明ら となったものもある。ただやはり、産別組合の組織率低下、使用者団体の組織率低下およびＯＴメンバーの増加と、これに伴う一般的拘束力宣言数の減少 事業所委員会設置率の低下 産別組合から距離を置く事業所委員会委員の登場等は、関係者へのヒアリングによっても裏付けられたところであり、ドイツの伝統的な二元的労使関係システムは、これら複数の要因によって多方面から浸食されていることに、疑いは無い。しかも これらの要因は必ずしも別個独立 もので なく、例えば産別組合の組織率低下と使用者団体の組織 低下との関係や 使用者団体の組織率低下と一般的拘束力宣言 低下と 関係におけるように、一定の関連性・連続性をもって、作用している である。
しかしその一方で、産別組合
（特に、
IG
 M
etall ）
でのヒアリングからは、協約政策を通じた組織化活動や、事業所
委員会の設置活動を積極的に行いつつ 開放条項や企業別協約を利用すること よ 労働条件規整権限の分権化につ
六二八
いても、自らのコントロールを可能な限り及ぼそうとする等、二元的労使関係システムの維持に向けた自助努力の実相を追うことができた。更に、Ａ社、Ｂ社、Ｃ社事業所委員会での調査からは、かかるシステムが現在なお維持されている様相とともに、事業所移転に伴う雇用保障問題とい 限られたテーマについてではあったが、その機能の在り方の一断面も垣間見えたところである。
総じていえば、確かにドイツにおける集団的労使関係
（二元的労使関係システム）
の変容は、現在なお進行中である
けれども、とりわけ産別組合が強固な組織的基盤をもって、その進行を緩やかなも に押し止め いる状況にあるといえよう。その点では、ドイツ集団的労使関係のドラスティックな変容を語るには、いまだ時期尚早であ よう 思われる。
ただ、やはり産別協約の適用率が低下し、また事業所委員会の設置率も低下しているなかで、何らの集団的利益代
表を受けない労働者層が広がってきているという点は、筆者がヒアリング調査を行った関係者にも共通の問題意識あった。従って、今後は、連立協定により提案され、かつ現在では法案化され いる一般的拘束力宣言制度 改正と法定最低賃金制度の導入が議論の焦点 なろう。 とりわけ、 法理論的にみて興味深 のは、 これらの提案がいずれも 「協約自治の強化」という統一テーマに収斂され いる点である。ドイツにおいては 二〇〇三年にいわゆる「法律による開放条項」の導入により、協約自治を後退 せる内容の立法案が与党から提案された経験があ が このたびの連立協定においては表題に協約自治の強化を掲げているだけあって、そのような内容 盛り込ま て い
）（（
（
。
しかし、一般的拘束力宣言制度の要件緩和が協約自治の強化に資することは理解しうるとしても、法定最低賃金制
度の導入と 約自治の強化とは、果たしてどのよう 整合す で ろうか。周知の通り、ドイツ おい は従来労
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働者送出法や協約遵守法により一定の産業については最低賃金制度が存在していた
が
）（（
（
、これはあくまで労・使が締結
した協約を拡張適用するという手法によるものであっ 、その限りでは協約自治との整合性が保たれていた。これに対して、今回の連立協定および 案における最低賃金は、確かにナショナル・センターの関与は担保されてはいるが、あくまでこれを定める主体は国家である点で、従来の手法とは決定的に異なっているのである。かかる議論が、どのように展開 ゆくのかは、今後の動向を待たねばならないが、それゆえにまた、ドイツ集団的労使 係
（法制）
か
らは目を離すことができない。
このことは、労使関係の構造がドイツとは大きく異なる日本にとって直接の参考となるわけではないが、我が国に
おいても組合組織率が年々低下傾向にあるなかで、協約自治とそれを適切に機能させるための国家による介入の在り方を考察するうえでは、極めて興味深い動向といえよう。
（
1）但し、ドイツにおける最低賃金法制については、二〇一三年九月二二日の連邦議会選挙後、状況が大きく異なっているのであるが、この点についてはⅣで詳述する。
（
（）協約優位原則に関する詳細な判例分析および実態分析を行ったものとして、毛塚勝利「二元的労使関係と企業内労働条件規制─法的紛争からみた西ドイツ協約優位原則の意義と機能」静岡法経論集五四・五五巻（一九八五年）一七一頁、同「組合規制と従業員代表規制 補完と相克─企業内労働条件規制にみる西ドイツ協約優位原則の実相」蓼沼謙一＝横井芳弘（編）『企業レベルの労使関係と法：欧米四ヶ国の比較法的研究』 （勁草書房、一九八六年）二一三頁。
（
（）産別組合の職場委員制度については、 労働政策研究・ 修機構『諸外国における集団的労使紛争処理の制度と実態─ドイツ、フランス、イギリス、アメリカ─』 （労働政策研究報告書№
L─
9、二〇〇四年）三〇─三一頁〔毛塚勝利執筆部分〕を参照。
（
（）毛塚・前掲注 （
（） 報告書三一頁。
六三〇
（
5）ドイツにおける引用条項をめぐる法的問題については、松井良和「労働契約における労働協約の引照条項」法學新報一一九巻五・六号（二〇一二年）七五五頁に詳しい。
（
6）連邦労働裁判所一九九九年四月二〇日決定（
B
A
G
 （0. （. 1999, A
P
 N
r. 89 zu A
rt. 9 G
G
 =
 N
Z
A
 1999, 887. ）においては、か
かる違法な分権化現象の結果として締結された事業所協定に対する産別組合からの不作為請求の可否が争われた。
 同決定の
詳細については、根本到「雇用保障を代償として協約上の労働条件を低下させた事業所内合意に対する労働組合の不作為請求権」労働法律旬報一四七六号（二〇〇〇年）二八 を参照。
（
7）毛塚・前掲注 （
（） 報告書三四頁以下。
（
8）この点を論じた邦語文献としては、竹内治彦「 『産業別労働協約制度の危機』についての考察」岐阜大学経済論集三一巻一号（一九九七年）一六一頁、名古道功「大量失業・グローバリゼーションとドイツ横断的労働協約の『危機』 」金沢法学四三巻二 二〇〇〇 五五頁、同「ドイツにおける労働条件規制の最近の動向─事業所レベルへの移行」日本労働研究雑誌四九六号（二〇 一年）四〇頁、毛塚勝利「ドイツ二元的労使関係の揺らぎと軋み」海外労働時報三二五号（二〇〇二年）六一頁、橋本陽子「ドイツの集団的労働法の最近の展開」ＩＭＦ
 ＪＣ
 二〇〇五年冬号二八頁、同「第二次シュレーダー政
権の労働法・社会保障法改革の動向」学習院 学会雑誌四〇巻二号（二〇〇 年）一七三頁、榊原嘉明「ドイツ労働協約システム 動揺と『再安定化』 」法学研究論集三二号（二〇一 年）一一七頁、大重光太郎「一九九〇年代以降 ドイツにおける労働協約体制の変容─国家の役割に注目して」大原社 問題研究所雑誌五四一号（二〇 一年）四七頁等がある。
（
9）それゆえ本稿では、法理論的側面よりも実態的側面からの検討に重きを置いている。なお、ドイツにおける集団的労使関係をめぐる法理論に関する最近の動向については、名古道功 ツ集団的労働法理論の変容」 『労働法と現代法の理論・西谷敏先生古稀記念論集（下） 』 （日本評論社、二〇一三年）四二七頁に詳しい。
（
10）
V
gl.auch IG
 M
etall, direct （/（01（, S. （.
（
11）
B
A
G
 1（. 1（. （00（, A
P
 N
r.1 zu
§（ T
V
G
=
N
Z
A
 （005, 697.  同判決については、桑村裕美子「協約自治制度と国家介入のあり
方─ドイツにおける協約能力、 協約単一原則、 賃金下限規制をめぐる議論から」 『社会法制・家族法制における国家の介入』 （有斐閣、二〇一三年）二一頁も参照。
（
1（）この点については、名古・前掲注 （
9） 論文四三八頁以下、桑村・前掲注 （
11） 論文三〇頁以下も参照。
六三一
ドイツにおける集団的労使関係の現在（山本）
（
1（）ＯＴメンバー制度の詳細については、辻村昌昭『現代労働法学の方法』 （信山社、二〇一〇年）三九五頁を参照。
（
1（）
B
A
G
 18. 7. （006, A
P
 N
r. 19 zu
§（ T
V
G
=
N
Z
A
 （006, 1（（5.
（
15）
V
gl. auch B
ehrens/D
ribbusch, A
rbeitsgeberm
aß
nahm
en gegen B
etriebsräte: A
ngriffe auf die betriebliche M
itbestim
m
ung, 
W
SI-M
itteilungen 0（/（01（, S. 1（0.
（
16）この点については、毛塚・前掲注 （
（） 報告書三四頁以下を参照。
（
17）同協約については、毛塚勝利＝中島滋＝関根秀一郎＝中野麻美「シンポジウム・派遣労働者の待遇改善を目指して」労働法律旬報一七八〇号（二〇一二年）一六頁以下〔毛塚勝利発言部分〕 、労働政策研究・研修機構「海外労働情報：ドイツ
 
（二〇一二年七月） 」 （
http://w
w
w
.jil.go.jp/foreign/jihou/（01（_7/germ
an_01.htm
）も参照。
（
18）この問題に関する先行研究としては、毛塚・前掲注 （
（） 論文二一三頁、藤内和公『ドイツの従業員代表制と法』 （法律文化
社、二〇〇九年）三〇五頁以下がある。
（
19）なお、ここで採り上げた産別協約 一般協約、賃金基本協約、賃金協約）については、山本陽大『現代先進諸国の労働協約システム─ドイツ・フランスの産業別労働協約（第
1巻
　
ドイツ編） 』 （労働政策研究報告書№
157─
1、二〇一三年）五一頁
以下において 訳出してある。
（
（0）ただ、ＷＳＩでのヒアリングによれば、正確な統計は無いが、他産業では実際に違法な分権化現象は生じていると知見が得られた。この点に関する調査は、筆者の今後の課題としたい。
（
（1）藤内和公「ドイツ雇用調整をめぐる諸問題」岡山大学法学会雑誌六一巻三号 二〇 二年 四五─四六頁。
（
（（）藤内・前掲注 （
（1） 論文四八頁以下を参照。
（
（（）ドイツにおいては、事業所閉鎖を含む事業所変更に際しては、事業所組織法 一一条に基づき、事業所委員会と使用者との間で利益調整（
Interesssenausgleich ）が行われるが、かかる利益調整において、被解雇労働者名簿が作成された場合には、
解雇制限法一条五項により、 そこで指名された労働者については、 当該解雇の経営上の必要性が推定されることとなっている。
（
（（）
V
gl. W
ieland, R
echt der F
irm
entarifverträge, 1998; B
ardenhew
er, D
er F
irm
entarifvertrag in E
uropa, E
in V
ergleich der 
R
echtslage in D
eutschland, G
roß
britannien und F
rankreich, （006.
（
（5）これらの問題については、橋本・前掲注 （
8） 論文二三一頁に詳しい。
六三二
（
（6）労働政策研究・研修機構「海外労働情報：ドイツ（二〇一三年一二月） 」 （
http://w
w
w
.jil.go.jp/foreign/jihou/（01（_1（/
germ
any_01.htm
） 。また、連立協定本体については、以下のＵＲＬから閲覧可能である。 （
https://w
w
w
.cdu.de/sites/
default/files/m
edia/dokum
ente/koalitionsvertrag.pdf ）
（
（7）この点については、毛塚勝利「ドイツにおける雇用・労使関係政策の新たな局面─一般的拘束力・最低賃金と派遣労働の政策を中心に」連合総研レポート（ＤＩＯ）二九〇号（二〇一四年）四頁以下にも、詳しい。
（
（8）この点については、
B
ispinck/Schulten, Stabilisierung des F
lächentarifvertrages—
R
eform
 der A
llgem
einverbindlicherklärung, 
W
SI-M
itteilungen 07/（01（, S. （8（.; B
ispinck, A
llgem
einverbindlicherklärung von T
arifvertragen —
 vom
 N
iedergang zur R
eform
, 
W
SI-M
itteilungen 07/（01（, S. （96.; ラインハルト・ビスピンク＝トアステン・シュルテン（榊原嘉明〔訳〕 ） 「ドイツ労働協約シ
ステムの安定化と一般的拘束力宣言制度改革」比較法雑誌四七巻四号（二〇一四年）一五三頁を参照。
（
（9）法案本体については、以下 ＵＲＬから閲覧可能である。 （
http://w
w
w
.bm
as.de/SharedD
ocs/D
ow
nloads/D
E
/P
D
F
-
P
ressem
itteilungen/（01（/（01（-0（-0（-gesetzentw
urf-tarifpaket-m
indestlohn.pdf?__blob=
publicationF
ile ）　
なお、同法案の邦
語訳については、山本陽大「ドイツにおける新たな法定最低賃金制度」労働法律旬報一八二二号（二〇一四年）三六頁を参照されたい。
（
（0）この点については、労働政策研究・研修機構「海外労働情報：ドイツ 二〇一四年五月） 」 （
http://w
w
w
.jil.go.jp/foreign/
jihou/（01（_5/germ
any_0（.htm
）も参照。
（
（1）
B
M
A
S, M
indestlöhne im
 Sinne des A
rbeitnehm
er-E
ntsendegestzes （
Stand: 1. A
pril （01（ ） （
http://w
w
w
.bm
as.de/SharedD
ocs/ 
D
ow
nloads/D
E
/pr-m
indestloehne-aentg-uebersicht.pdf;jsessionid=
90E
1685A
B
C
96（F
A
（5F
F
E
A
919B
B
C
F
8887?__
blob=
publicationF
ile ）
（
（（）ドイツ連邦政府のＨＰ（
http://w
w
w
.bundesregierung.de/C
ontent/D
E
/A
rtikel/（01（/0（/（01（-0（-0（-m
indestlohn-kabinett.
htm
l;jsessionid=
F
5F
7F
F
（（7D
1B
6（（558D
（F
（C
（C
616（6B
（.s（t1 ）を参照。
（
（（）この点については、藤内和公「協約自治制限立法の動き」労働法律旬報一五七〇号（二〇〇四年）二六頁に詳しい。
（
（（）詳細は、 根本到「ドイツにおける最低賃金規制の内容と議論状況」日本労働研究雑誌五九三号（二〇 九年）八四頁を参照。
六三三
ドイツにおける集団的労使関係の現在（山本）
＊
　
本稿における知見の多くは、筆者が二〇一二年および二〇一三年に行ったヒアリング調査結果に拠っているが、このうち
 
二〇一二年調査の際には、毛塚勝利教授にご同行いただいた。ヒアリング調査自体初めての経験であった筆者が、拙いながらも何とか成果を本稿にまとめることができたのは毛塚教授のご指導の賜物である。毛塚教授には、この場を借りて、心から御礼を申し上げる。
また、ご多忙のなか、筆者のヒアリングに応じてくださった金属産業労働組合（
IG
 M
etall ）本部
T
hom
as K
lebe
氏および
Jochen H
om
burg
氏、同シュトゥットガルト地区本部
K
ai B
urm
eister
氏、金属連盟（
G
esam
tm
etall ）
K
arsten T
acke
氏、ヘッ
セン州金属電機産業使用者団体（
H
essenm
etall ）
H
elm
ut R
au
氏、
P
eter H
am
pel 氏、Ａ社事業所委員会委員
Jürgen W
erner
氏、
Ｂ社事業所委員会委員
U
w
e W
eiß
berg
氏、Ｃ社事業所委員会委員
C
lem
ens Suerbaum
氏および
H
orst Schön
氏、経済社会研究
所（ＷＳＩ）
R
einhard B
ispinck
氏、
M
artin B
ehrens
氏および
M
anuela M
aschke
氏にも、厚く御礼を申し上げたい。
〔付記〕本稿は、労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）が実施している「規範設定に係る集団的労使関係のあり方研究プロジェ
クト」の成果の一部である。
〔追記〕
なお、本稿脱稿後の二〇一四年七月三日に、本稿で紹介した協約自治強化法案 連邦議会において出席議員数六〇一名中
五三五名の賛成を以って可決された。同日の会見において、
A
ndrea N
ahles
連邦労働大臣は、 “労働政策および社会政策にとっ
て画期的な出来事（
M
eilenstein ） ”と、同法を評価したが、他方で使用者側からは“連邦共和国の建国以来の協約交渉に対す
る最も危険な介入”とのコメントも発表されている（
F
rankfurter A
llgem
eine, （. Juli. （01（. ） 。
（労働政策研究・研修機構研究員〔労働法専攻〕 ）
